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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体の入口側となる入口端面と流体の出口側となる出口端面との間を連通する複数のセ
ルを区画形成する多孔質の隔壁を有するハニカム構造体と、所定のセルの開口部を前記入
口端面にて目封止するとともに、残余のセルの開口部を前記出口端面にて目封止する目封
止部とを備えた目封止ハニカム構造体であって、
　前記所定のセルの開口部を前記入口端面にて目封止する目封止部の内、１．５％以上、
７０％以下の目封止部が、前記入口端面側の端面に凹状の陥没孔を有し、前記陥没孔の深
さが１～２ｍｍである目封止ハニカム構造体。
【請求項２】
　前記所定のセルの開口部を前記入口端面にて目封止する目封止部の内、２．５％以上、
７０％以下の目封止部が、前記入口端面側の端面に凹状の陥没孔を有する請求項１に記載
の目封止ハニカム構造体。
【請求項３】
　前記目封止部の気孔率が前記ハニカム構造体の気孔率よりも高い請求項１又は２に記載
の目封止ハニカム構造体。
【請求項４】
　前記目封止部の気孔率が８０％以下である請求項３に記載の目封止ハニカム構造体。
【請求項５】
　前記入口端面と前記出口端面とで開口率が異なる請求項１～４の何れか一項に記載の目
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封止ハニカム構造体。
【請求項６】
　前記目封止ハニカム構造体が、流体の入口側となる入口端面と流体の出口側となる出口
端面との間を連通する複数のセルを区画形成する多孔質の隔壁と、所定のセルの開口部を
前記入口端面にて目封止するとともに、残余のセルの開口部を前記出口端面にて目封止す
る目封止部とを備えたハニカムセグメントを、セルの軸方向と垂直の方向において複数個
組み合わせ、接合一体化することにより構成されたものである請求項１～５の何れか一項
に記載の目封止ハニカム構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ディーゼルパティキュレートフィルター等の集塵用フィルターとして好適に
使用される目封止ハニカム構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　排ガスの集塵用フィルター、例えば、ディーゼルエンジン等からの排ガスに含まれてい
るスート等の粒子状物質（パティキュレート）を捕捉して除去するためのディーゼルパテ
ィキュレートフィルター（ＤＰＦ）として、目封止ハニカム構造体が広く使用されている
（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　このような集塵用フィルターとして用いられる目封止ハニカム構造体１１は、図７に示
すように、流体の入口側となる入口端面Ａと流体の出口側となる出口端面Ｂとの間を連通
する複数のセル５を区画形成する多孔質の隔壁４を有するハニカム構造体２と、所定のセ
ル５の開口部を入口端面Ａにて目封止するとともに、残余のセル５の開口部を出口端面Ｂ
にて目封止する目封止部３とを備えたものである。通常は、入口端面Ａと出口端面Ｂとが
、相補的な市松模様を呈するように、隣接するセル５が互い違いに目封止される。
【０００４】
　このような構造の目封止ハニカム構造体１１をＤＰＦ等として用いた場合、被処理ガス
Ｇ１を入口端面Ａからセル５に導入すると、スート等のパティキュレートが隔壁４におい
て捕捉される一方、多孔質の隔壁４を透過して隣接するセル５に流入した処理済ガスＧ２

が出口端面Ｂから排出されるため、被処理ガスＧ１中のパティキュレートが分離された処
理済ガスＧ２を得ることができる。
【０００５】
　ところで、従来ＤＰＦ等に使用されてきた目封止ハニカム構造体は、図８に示すように
、目封止部３の入口端面Ａ側の端面が平坦な状態となっている。目封止ハニカム構造体１
１を排ガス流路中に設置した場合、目封止ハニカム構造体１の入口端面Ａにて排ガスの流
路面積は急激に縮小する。そして、目封止部３に衝突した流体は、図のように入口端面Ａ
上で流れの淀みを発生させ、これが目封止部３間に在る開口したセル５内への流体の流れ
に悪影響を与え、セル５内に流れ込む流体にも入口端面Ａ近傍で淀みを生じさせるともに
剥離渦を発生させ、その結果、入口端面Ａ近傍の圧力損失が上昇する。また、入口端面Ａ
近傍での流れの淀みに起因して、入口端面Ａにスートが過剰に堆積することより、セル５
の開口部が短期間でスートにより閉塞され、フィルターの性能劣化が生じる。
【特許文献１】特開２００１－３００９２２号公報
【発明の開示】
【０００６】
　本発明は、このような従来の事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところ
は、入口端面におけるセル内への流体の流れがスムーズとなり、それにより圧力損失の低
下やスートの過剰な堆積によるセルの閉塞の抑制が可能な目封止ハニカム構造体を提供す
ることにある。
【０００７】
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　上記目的を達成するため、本発明によれば、以下の目封止ハニカム構造体が提供される
。
【０００８】
［１］　流体の入口側となる入口端面と流体の出口側となる出口端面との間を連通する複
数のセルを区画形成する多孔質の隔壁を有するハニカム構造体と、所定のセルの開口部を
前記入口端面にて目封止するとともに、残余のセルの開口部を前記出口端面にて目封止す
る目封止部とを備えた目封止ハニカム構造体であって、前記所定のセルの開口部を前記入
口端面にて目封止する目封止部の内、１．５％以上、７０％以下の目封止部が、前記入口
端面側の端面に凹状の陥没孔を有し、前記陥没孔の深さが１～２ｍｍである目封止ハニカ
ム構造体。
【０００９】
［２］　前記所定のセルの開口部を前記入口端面にて目封止する目封止部の内、２．５％
以上、７０％以下の目封止部が、前記入口端面側の端面に凹状の陥没孔を有する［１］に
記載の目封止ハニカム構造体。
【００１１】
［３］　前記目封止部の気孔率が前記ハニカム構造体の気孔率よりも高い［１］又は［２
］に記載の目封止ハニカム構造体。
【００１２】
［４］　前記目封止部の気孔率が８０％以下である［３］に記載の目封止ハニカム構造体
。
【００１３】
［５］　前記入口端面と前記出口端面とで開口率が異なる［１］～［４］の何れかに記載
の目封止ハニカム構造体。
【００１４】
［６］　前記目封止ハニカム構造体が、流体の入口側となる入口端面と流体の出口側とな
る出口端面との間を連通する複数のセルを区画形成する多孔質の隔壁と、所定のセルの開
口部を前記入口端面にて目封止するとともに、残余のセルの開口部を前記出口端面にて目
封止する目封止部とを備えたハニカムセグメントを、セルの軸方向と垂直の方向において
複数個組み合わせ、接合一体化することにより構成されたものである［１］～［５］の何
れかに記載の目封止ハニカム構造体。
【００１５】
　本発明の目封止ハニカム構造体によれば、入口端面におけるセル内への流体の流れがス
ムーズとなり、それにより圧力損失を低下させるとともに、スートの過剰な堆積によるセ
ルの閉塞を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の目封止ハニカム構造体の構成を示す断面図である。
【図２】目封止ハニカム構造体の部分拡大断面図である。
【図３】目封止ハニカム構造体のキャニング状態を示す断面図である。
【図４】入口端面と出口端面とで開口率が異なる目封止ハニカム構造体の実施形態の一例
を示す入口端面の部分拡大図である。
【図５】入口端面と出口端面とで開口率が異なる目封止ハニカム構造体の実施形態の一例
を示す出口端面の部分拡大図である。
【図６】締め付け強度の測定方法を示す説明図である。
【図７】従来の目封止ハニカム構造体の構成を示す断面図である。
【図８】従来の目封止ハニカム構造体の部分拡大断面図である。
【符号の説明】
【００１７】
１：目封止ハニカム構造体、２：ハニカム構造体、３：目封止部、４：隔壁、５：セル、
５ａ：四角形セル、５ｂ：八角形セル、６：陥没孔、１１：目封止ハニカム構造体、２０
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：缶体、２１：リテーナーリング、２２：保持材、２５：帯、Ａ：入口端面、Ｂ：出口端
面。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本発明を具体的な実施形態に基づき説明するが、本発明は、これに限定されて解
釈されるもではなく、本発明の範囲を逸脱しない限りにおいて、当業者の知識に基づいて
、種々の変更、修正、改良を加え得るものである。
【００１９】
　図１に示すように、本発明の目封止ハニカム構造体１は、流体の入口側となる入口端面
Ａと流体の出口側となる出口端面Ｂとの間を連通する複数のセル５を区画形成する多孔質
の隔壁４を有するハニカム構造体２と、所定のセル５の開口部を入口端面Ａにて目封止す
るとともに、残余のセル５の開口部を出口端面Ｂにて目封止する目封止部３とを備えたも
のである。
【００２０】
　このような構造の目封止ハニカム構造体１をＤＰＦ等のフィルターとして用いた場合の
基本的な浄化機構は先述した従来の目封止ハニカム構造体と同様である。すなわち、被処
理ガスＧ１を入口端面Ａからセル５に導入すると、スート等のパティキュレートが隔壁４
において捕捉される一方、多孔質の隔壁４を透過して隣接するセル５に流入した処理済ガ
スＧ２が出口端面Ｂから排出されるため、被処理ガスＧ１中のパティキュレートが分離さ
れた処理済ガスＧ２を得ることができる。
【００２１】
　本発明の目封止ハニカム構造体は、その特徴的な構造として、所定のセル５の開口部を
入口端面Ａにて目封止する目封止部３の内、１．５％以上、好ましくは２．５％以上、更
に好ましくは５％以上の目封止部３が、入口端面Ａ側の端面に凹状の陥没孔６を有する。
【００２２】
　このように目封止部３が陥没孔６を有していると、目封止ハニカム構造体１を排ガス等
の流体の流路中に設置した場合において、流体が目封止部３に衝突して生ずる流れの淀み
は、図２のように入口端面Ａよりも奥まった陥没孔６内で発生するため、この淀みが目封
止部３間に在る開口したセル５内への流体の流れに与える影響は小さくなる。このため、
開口したセル５内に流れ込む流体に、入口端面Ａ近傍での淀みや剥離渦が発生しにくくな
り、その結果、当該流体の流れがスムーズとなって、圧力損失を低下させるとともに、入
口端面Ａ近傍での流れの淀みに起因した、スートの過剰堆積によるセル５開口部の閉塞が
抑制される。また、陥没孔６内に流れ込んだ流体は、陥没孔６の存在によって形成された
目封止部３の肉薄部分の細孔と、目封止部３が接している隔壁４の細孔とを通過して隣接
するセル５内に流れ込こみ、この流れが、流体全体のスムーズな流れをより促進する。
【００２３】
　なお、所定のセル５の開口部を入口端面Ａにて目封止する目封止部３の内、陥没孔６を
有する目封止部３の数が１．５％未満では、前記のような本発明の効果が十分に得られな
い。この目封止部の数の上限は特に規定しないが、次のようなキャニング形態で使用する
場合には、多すぎると強度に問題が生じることがあるので、その場合は７０％以下程度に
することが好ましい。
【００２４】
　すなわち、本発明の目封止ハニカム構造体１をＤＰＦ等のフィルターとして用いる場合
には、図３に示すように、目封止ハニカム構造体１の外周壁の周りにセラミック繊維マッ
ト等からなる保持材２２を巻くとともに、端部付近をリテーナーリング２１で締め付けた
状態で筒状の缶体２０内に圧縮固定（キャニング）するのが一般的であるが、このキャニ
ングにより、目封止ハニカム構造体１の入口端面側の目封止部にはリテーナーリング２１
の締め付けによる荷重が負荷される。目封止部の陥没孔の数が多くなるほど目封止部の強
度が低下し、リテーナーリング２１の締め付け時に破損が生じる可能性が高まるので、入
口側端部付近をリテーナーリング２１で締め付けるようなキャニング形態で使用する場合
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においては、前記のように陥没孔を有する目封止部の数を、入口端面側に設けられた目封
止部の総数の７０％以下程度に抑えて、必要な締め付け強度を確保することが好ましい。
【００２５】
　本発明の目封止ハニカム構造体１において、目封止部３の陥没孔６の深さは、１～４ｍ
ｍであることが好ましく、１～２ｍｍであることがより好ましく、１～１．５ｍｍである
ことが更に好ましい。この陥没孔６の深さが１ｍｍ未満では、前記のような本発明の効果
が十分に得られない場合があり、４ｍｍを超えると強度に問題が生じる場合がある。
【００２６】
　すなわち、入口側端部付近をリテーナーリングで締め付けるようなキャニング方法で使
用する場合、目封止部３の陥没孔６の深さが深くなるほど目封止部の強度が低下し、リテ
ーナーリングの締め付け時に破損が生じる可能性が高まるので、前記のようなキャニング
形態で使用する場合においては、陥没孔６の深さは４ｍｍ以下程度として、必要な締め付
け強度を確保することが好ましい。
【００２７】
　本発明の目封止ハニカム構造体１においては、圧力損失を低減させる観点から、目封止
部３の気孔率を、ハニカム構造体（目封止部を除くハニカム構造体本体）２の気孔率より
も高くすることが好ましい。具体的な目封止部３の気孔率としては、ハニカム構造体の気
孔率よりも３％以上高くすることが好ましく、１０％以上高くすると更に好ましい。
【００２８】
　ただし、入口側端部付近をリテーナーリングで締め付けるようなキャニング方法で使用
する場合、目封止部３の気孔率が高くなるほど目封止部３の強度が低下し、リテーナーリ
ングの締め付け時に破損が生じる可能性が高まるので、前記のようなキャニング形態で使
用する場合においては、目封止部３の気孔率を８０％以下程度として、必要な締め付け強
度を確保することが好ましい。なお、ここで言う「気孔率」は、アルキメデス法により算
出される値である。
【００２９】
　また、本発明の目封止ハニカム構造体１は、入口端面Ａと出口端面Ｂとで開口率が異な
るような構造としてもよい。ＤＰＦ等に使用される目封止ハニカム構造体は、全てのセル
が同形状（通常は四角形）で同じ開口面積を持ち、それらが入口端面と出口端面とで市松
模様を呈するよう交互に目封止されているため、入口端面と出口端面とで開口率が同等で
あるのが一般的であるが、最近は、スート捕集後の圧力損失の上昇抑制等を目的として、
入口端面の開口率を出口端面の開口率よりも大きくした目封止ハニカム構造体も提案され
ている。
【００３０】
　図４及び図５は、入口端面と出口端面とで開口率が異なる目封止ハニカム構造体の実施
形態の一例を示しており、図４は入口端面の部分拡大図、図５は出口端面の部分拡大図で
ある。これらの図に示すように、この実施形態においては、四角形セル５ａとそれよりも
開口面積の大きい八角形セル５ｂとが、各端面上の直交する二方向において交互に配列さ
れており、四角形セル５ａについては入口端面にて目封止部３による目封止が施され、八
角形セル５ｂについては出口端面にて目封止部３による目封止が施された状態になってい
る。このように入口端面では開口面積の大きい八角形セル５ｂを開口させ、出口端面では
開口面積の小さい四角形セル５ａを開口させることで、入口端面の開口率を出口端面の開
口率よりも大きくすることができる。
【００３１】
　本発明の目封止ハニカム構造体は、一体的に成形された目封止ハニカム構造体に目封止
部が形成されたものでも良いが、複数個のハニカムセグメントを接合一体化することによ
り構成されたものとすることもできる。すなわち、流体の入口側となる入口端面と流体の
出口側となる出口端面との間を連通する複数のセルを区画形成する多孔質の隔壁と、所定
のセルの開口部を前記入口端面にて目封止するとともに、残余のセルの開口部を前記出口
端面にて目封止する目封止部とを備えたハニカムセグメントを、セルの軸方向と垂直の方
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向において複数個組み合わせ、接合一体化することにより、目封止ハニカム構造体を構成
しても良い。
【００３２】
　目封止ハニカム構造体をＤＰＦとして長期間継続的に使用する場合には、フィルター内
部に経時的に堆積したパティキュレートにより増大した圧力損失を低減させてフィルター
性能を初期状態に戻すため、堆積したパティキュレートを燃焼させて除去する再生処理を
定期的に行う必要がある。この再生処理時には目封止ハニカム構造体に大きな熱応力が発
生し、この熱応力がクラックや破壊等の欠陥を発生させる場合がある。この熱応力に対す
る耐熱衝撃性の向上を図るため、近年においては、複数のハニカムセグメントを接合材層
を介して一体的に接合することにより熱応力を分散、緩和する機能を持たせた分割構造の
目封止ハニカム構造体が提案されており、本発明の目封止ハニカム構造体においても、そ
のような構造を適用することが可能である。
【００３３】
　また、本発明の目封止ハニカム構造体においては、目封止ハニカム構造体の両側の端面
において、それぞれ目封止部が陥没孔を有するような構造としても良い。この場合には、
何れの端面を入口側としても本発明の効果が得られるので、目封止ハニカム構造体を流体
の流路に組み付けるときに端面の向きを意識する必要が無くなる。
【００３４】
　本発明の目封止ハニカム構造体に使用されるハニカム構造体（又はハニカムセグメント
）の構成材料としては、強度、耐熱性の観点から、炭化珪素（ＳｉＣ）、炭化珪素（Ｓｉ
Ｃ）を骨材としてかつ珪素（Ｓｉ）を結合材として形成された珪素－炭化珪素系複合材料
、窒化珪素、コージェライト、ムライト、アルミナ、スピネル、炭化珪素－コージェライ
ト系複合材、リチウムアルミニウムシリケート、チタン酸アルミニウム、Ｆｅ－Ｃｒ－Ａ
ｌ系金属からなる群から選択される少なくとも一種の材料を挙げることができる。中でも
、炭化珪素（ＳｉＣ）又は珪素－炭化珪素系複合材料から構成されてなるものが好ましい
。また、目封止部の構成材料は、ハニカム構造体との熱膨張差を小さくするため、ハニカ
ム構造体と同じ材料を用いることが好ましい。
【００３５】
　本発明に使用される目封止前のハニカム構造体（又はハニカムセグメント）の製造方法
には、従来公知の方法を用いることができる。具体的な方法の一例としては、前記のよう
な材料に、メチルセルロース、ヒドロキシプロポキシルセルロース、ヒドロキシエチルセ
ルロース、カルボキシメチルセルロース、ポリビニルアルコール等のバインダー、造孔材
、界面活性剤、溶媒としての水等を添加して、可塑性の坏土とし、この坏土を所定のハニ
カム形状となるように押出成形し、次いで、マイクロ波、熱風等によって乾燥した後、焼
成する。焼成は、セルに目封止部を形成する前に行っても良いし、セルに目封止部を形成
した後で、目封止部の焼成と一緒に行うようにしても良い。
【００３６】
　セルを目封止する方法にも、従来公知の方法を用いることができる。具体的な方法の一
例としては、ハニカム構造体の端面にシートを貼り付けた後、当該シートの目封止しよう
とするセルに対応した位置に穴を開け、このシートを貼り付けたままの状態で、目封止部
の構成材料をスラリー化した目封止用スラリーに、ハニカム構造体の端面を浸漬し、シー
トに開けた孔を通じて、目封止しようとするセルの開口端部内に目封止用スラリーを充填
し、それを乾燥及び／又は焼成して硬化させる。
【００３７】
　陥没孔の形成方法は、特に限定されるものではないが、例えば、前記のような目封止方
法によって端面が平坦な目封止部を形成した後、当該端面にドリル等を用いて穿孔するこ
とにより陥没孔を形成することができる。
【００３８】
　本発明の目封止ハニカム構造体において、ハニカム構造体の隔壁の厚さは、７～２０ｍ
ｉｌ（１７８～５０８μｍ）であることが好ましく、８～１６ｍｉｌ（２０３～４０６μ
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更に好ましい。隔壁の厚さが７ｍｉｌ未満であると、強度が不足して耐熱衝撃性が低下す
る場合があり、一方、隔壁の厚さが２０ｍｉｌを超えると、圧力損失が増大する傾向にあ
るからである。
【００３９】
　ハニカム構造体のセル密度は、１４０～３５０セル／ｉｎ2（ｃｐｓｉ）であることが
好ましく、１６０～３２０ｃｐｓｉであることがより好ましく、２００～３００ｃｐｓｉ
であることが更に好ましい。セル密度が１４０ｃｐｓｉ未満であると、流体との接触効率
が不足する傾向にあり、一方、セル密度が３５０ｃｐｓｉを超えると、圧力損失が増大す
る傾向にあるからである。なお、「ｃｐｓｉ」は「ｃｅｌｌｓ　ｐｅｒ　ｓｑｕａｒｅ　
ｉｎｃｈ」の略であり、１平方インチ当りのセル数を表す単位である。例えば１０ｃｐｓ
ｉは、約１．５５セル／ｃｍ2である。
【実施例】
【００４０】
　以下、本発明を実施例に基づいて更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に限
定されるものではない。
【００４１】
　直径が１４３．８ｍｍ、長さが１５２．４ｍｍで、表１及び２に示すような、ハニカム
構造体（目封止部含まず）の気孔率、セル構造、目封止部の深さ、入口端面の合計目封止
部数、及び目封止部の気孔率を有し、目封止部の端面に陥没孔を有していない目封止ハニ
カム構造体（目封止部は、入口端面と出口端面とが、相補的な市松模様を呈するように配
設されている）を用意した。当該目封止ハニカム構造体において、セルの開口部を入口端
面にて目封止している目封止部の入口端面側の端面に、ドリルを用いて、表１及び２に示
す深さの陥没孔を同表に示す陥没孔数及び陥没孔保有率（＝陥没孔を有する目封止部数／
全目封止部数×１００（％））となるように穿孔し、サンプルＮｏ．１～３７の目封止ハ
ニカム構造体を得た。こうして得られた各目封止ハニカム構造体について、初期圧力損失
、スート堆積後の圧力損失、及び締め付け強度を下記の方法で測定し、その結果を表３及
び４に示した。
【００４２】
［初期圧力損失］
　２５℃に設定した室内にて、目封止ハニカム構造体に、スートを含まない空気を１０ｍ
３／ｍｉｎの流量で流し、目封止ハニカム構造体の前後での圧力損失を測定して、初期圧
力損失とした。
【００４３】
［スート堆積後の圧力損失］
　目封止ハニカム構造体に、スートを含む２００℃の排ガスを２．３Ｎｍ３／ｍｉｎの流
量で流して、スートを徐々に堆積させて行き、スートの堆積量が４ｇ／Ｌに達した時点に
おける目封止ハニカム構造体の前後での圧力損失を測定して、スート堆積後の圧力損失と
した。
【００４４】
［締め付け強度］
　図６に示すように、目封止ハニカム構造体１の目封止部が形成された端部付近に幅５ｍ
ｍの帯２５を巻き付けて締め付け、その締め付け強度を徐々に高めて行き、目封止ハニカ
ム構造体１の端面が破壊する締め付け強度を測定した。
【００４５】
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【表１】

【００４６】
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【表２】

【００４７】
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【表３】

【００４８】
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【表４】

【００４９】
　陥没孔保有率を０．０～１００％の間で変化させたＮｏ．１～１６の結果から、陥没孔
保有率が高くなるほど、スート堆積後の圧力損失の低減効果が向上することが確認され、
全ての目封止部が陥没孔を有する場合（陥没孔保有率１００％）には、全ての目封止部が
陥没孔を有さない場合（陥没孔保有率０．０％）に比して、２２．６％もの低減効果が得
られた。ただし、陥没孔保有率が１．１％以下の範囲では陥没孔によるスート堆積後の圧
力損失の低減効果は認められなかった。一方、締め付け強度は、陥没孔保有率が高くなる
ほど低下する傾向にあるため、端部付近をリテーナーリングで締め付けるようなキャニン
グ形態で用いる場合には、陥没孔保有率を７０％以下程度に抑えるのが好ましいと考えら
れる。
【００５０】
　陥没孔の深さを０．５～５．０ｍｍの範囲で変化させたＮｏ．５及び１７～２５の結果
から、陥没孔の深さが深くなるほど、スート堆積後の圧力損失の低減効果が向上すること
が確認され、陥没孔の深さを５ｍｍとした場合には、陥没孔の深さを１ｍｍとした場合に
比して、１７．１％もの低減効果が得られた。一方、締め付け強度は、陥没孔の深さが深
くなるほど低下する傾向にあるため、端部付近をリテーナーリングで締め付けるようなキ
ャニング形態で用いる場合には、陥没孔の深さを４ｍｍ以下程度に抑えるのが好ましいと
考えられる。
【００５１】



(12) JP 5756597 B2 2015.7.29

10

20

　目封止部の気孔率を４５～８５％の範囲で変化させたＮｏ．５及び２６～３２の結果か
ら、気孔率が高くなるほど、スート堆積後の圧力損失の低減効果が向上することが確認さ
れ、目封止部の気孔率を８５％とした場合には、目封止部の気孔率を５０％とした場合に
比して３．７％の低減効果が得られた。一方、締め付け強度は、目封止部の気孔率が高く
なるほど低下する傾向にあるため、端部付近をリテーナーリングで締め付けるようなキャ
ニング形態で用いる場合には、目封止部の気孔率を８０％以下程度に抑えるのが好ましい
と考えられる。
【００５２】
　Ｎｏ．３３～３７は、図４及び図５のように、入口端面にて目封止されるセルと出口端
面で目封止されるセルとの開口面積を変えることにより、入口端面の開口率が出口端面の
開口率より高くなるような構造とした目封止ハニカム構造体を用いたものであるが、この
ような構造の目封止ハニカム構造体の方が、入口端面と出口端面との開口率が同等である
目封止ハニカム構造体よりも、陥没孔保有率の影響度が小さいことが分かった。これは、
入口端面の開口率が出口端面の開口率より高くなるような構造の方が、入口端面における
流路面積の減少率が小さいため、発生する剥離渦が小さいことが原因であると推定される
。
【産業上の利用可能性】
【００５３】
　本発明の目封止ハニカム構造体は、ＤＰＦ等の集塵用フィルターとして好適に使用する
ことができる。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図７】

【図８】
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